
MUFG人権方針 

 

1. 人権尊重へのコミットメント 

三菱 UFJ フィナンシャル･グループ（以下、MUFG）は、MUFG Way において定める存在意義「世界

が進むチカラになる。」を実現するうえで、人権の尊重を経営において取り組むべき重要課題と認識す

るとともに、事業活動の全てにおいて、人権尊重の責任を果たす努力をすることを誓います。 

 

 

2. 尊重する人権 

MUFG は、国際的な人権基準として、以下を尊重します。 

o 世界人権宣言 

o 労働における基本原則および権利に関する宣言（国際労働機関（ILO）） 

o ビジネスと人権に関する指導原則 

 

加えて、別紙に記載するその他各種の国際的なイニシアティブへの支持を表明し、推進しています。 

 

人権を保護する義務はまず国家にありますが、MUFG は、法令等による当該国における人権尊重の義務

の有無を問わず、国際的に認められている人権に関連する基準等を支持し、尊重します。 

なお、国際的に認められた基準等と当該国の法令等との間に矛盾がある場合、国際的な基準等を尊重す

るための方法を追求します。 

また、MUFGは、気候変動や自然資本・生物多様性の損失といった環境問題、人工知能（AI）の技術

が、人権に影響を及ぼす可能性があることを認識しています。 

 

 

3. MUFG 人権方針の位置づけ 

MUFG は、全ての活動の指針である「MUFG Way」において「世界が進むチカラになる。」を存在意

義と定め、社会、お客さまをはじめとする全てのステークホルダーの課題解決に取り組んでいます。 

MUFG 人権方針は、MUFG Way の下に定めている「MUFGグループ行動規範」を踏まえ、事業活動に

おいて人権の尊重に取り組んでいくことを誓うものであり、取締役会にて決定されます。 

 

 

4. 適用範囲 

MUFG 人権方針を踏まえ、グループ各社の役職員は、人権尊重に努めます。 

さらに、グループ各社のお客さまやサプライヤー（納入業者）に対しても人権の尊重を働き掛けていく

とともに、お客さまやサプライヤー（納入業者）が人権を尊重していない場合は、適切に対処するよう

に努めます。 

 

 

5. 人権デューデリジェンス 

MUFG は、「責任ある企業行動のための OECD デューディリジェンス・ガイダンス」を尊重し、事業

活動により引き起こす、助長する、または取引関係により直接結びつく人権への負の影響の防止・軽減

に向けた人権デューデリジェンスに取り組んでいます。人権への負の影響の特定と評価、特定した負の



影響への対応、取り組みの実効性の評価、情報開示やステークホルダーとのコミュニケーションを継続

的に行い、適切な人権デューデリジェンスの実施に努めます。 

MUFG が人権への負の影響を引き起こした、またはこれを助長している場合は、その影響を軽減・回復

するべく、適切な手段を通じて是正に努めるとともに、自社の事業やサービス等が人権への負の影響に

直接関連している場合、影響力を適切に行使して、お客さまやサプライヤー等が負の影響を防止または

軽減するよう働きかけることに努めます。 

 

 

6. 役職員の人権 

MUFG では、雇用や就業におけるあらゆる差別の解消・撤廃に取り組んでおり、人種、国籍、信条、宗

教、障がい、門地、性別、性的指向、性自認、年齢、健康状態等による差別やセクシュアルハラスメン

トやパワーハラスメント等のハラスメント行為、強制労働や児童労働等の人権侵害を容認しないことを

明確にし、役職員にその遵守を徹底しています。また、プライバシーの権利、結社の自由および団体交

渉権を尊重するとともに、DEI（ダイバーシティ・エクイティ・インクルージョン）推進に取り組んで

います。 

加えて、グループ各社に職場内の人権侵害についての相談窓口を設け、相談を受け付けるとともに、こ

れらの行為を許さず、防止する体制を整備しています。 

加えて、役職員各層別への人権啓発研修を実施する等により、役職員一人ひとりが人権問題に対する正

しい理解と認識を深めることに努めています。 

 

 

7. お客さまの人権 

MUFG は、人権に配慮した金融サービスの提供、お客さまのプライバシーの保護・尊重、マネー・ロー

ンダリング等の防止など、お客さまの人権に負の影響をもたらすことがないよう努めています。 

 

 

8. お客さまへの人権配慮の要請 

MUFG は、お客さまに対しても、人権を尊重し、侵害しないことを求めていきます。また、提供する商

品やサービスが、人権侵害の発生と直接的に結びついている場合は、MUFG として適切に対応すると共

に、適切な対応をとるようにお客さまに働きかけることにより、人権尊重を推進します。 

中でも、児童労働・強制労働・人身取引や、先住民族の地域社会への負の影響等は深刻度の高い人権課

題と認識しています。お客さまとの取引に関しては、環境・社会への影響配慮の枠組みとして「MUFG 

環境・社会ポリシーフレームワーク」を制定しており、取引可否の判断に際しては、必要に応じて当該

ポリシーフレームワークに定めるデューデリジェンスを実施します。 

 

 

9. サプライヤー（納入業者）への人権配慮の要請 

MUFG は、「購買活動に関する考え方」を制定し、サプライヤー（納入業者）に対しても、人権を尊重

し、侵害しないことを求めていきます。また、サプライヤー（納入業者）において、人権への負の影響

が引き起こされている場合には、MUFG として適切に対応することにより、人権尊重を推進します。 

 

 



10. 救済措置等 

MUFG は、グループ各社の役職員や提供する商品・サービスが、人権に対して負の影響を引き起こし

た、あるいはこれに関与したことが明らかになった場合、適切に対応し、その救済に取り組みます。 

 

 

11. ガバナンス・管理体制 

MUFG 人権方針は、取締役会にて決定されます。定期的に見直しの要否を検討するほか、必要に応じて

見直しを行います。 

人権に関するリスクの把握に努めるとともに、人権に関する取り組みを、サステナビリティ委員会にお

いて定期的に審議します。また、その内容は経営会議での審議を経て、取締役会に報告を行います。 

また、人権に関する取り組みについて適切かつ積極的な情報開示を行い、透明性の確保に努めます。 

 

 

12. ステークホルダー・エンゲージメント 

MUFG は、MUFG 人権方針に基づく取り組みにおいて、関連するステークホルダーとの対話と協議を

行うことにより、人権尊重の取り組みの向上と改善に努めていきます。 

  



別紙 

• OECD 多国籍企業ガイドライン 

• 国連グローバル・コンパクト 

• 子どもの権利とビジネス原則 

• 責任銀行原則／PRB 

• 責任投資原則／PRI 

• 赤道原則／Equator Principles 

• 国連環境計画･金融イニシアティブ／UNEP FI 

• 21 世紀金融行動原則 

• Stakeholder Capitalism Metrics 
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